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みずほフィナンシャルグループの概要
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<みずほ>は、国内全都道府県および海外主要都市に展開する拠点網を活用して、

お客さまの円滑な経済活動を支えるとともに、多様化・グローバル化する金融ニーズにお応えしています

本邦

中堅・中小企業等
融資先

94,000

海外進出国・地域

37

本邦

個人顧客

2,400万

Key Facts:

 国内店舗 744（2024年6月末時点）

（みずほ銀行463 みずほ信託銀行57 みずほ証券224）

 海外拠点 109（2024年6月末時点）

（みずほ銀行81 みずほ信託銀行1 みずほ証券21
みずほリサーチ＆テクノロジーズ3 アセットマネジメントOne3）

本邦上場企業

カバレッジ

80%

2023年12月31日時点

Forbes Global 200 
（非日系先）

カバレッジ

90%

 連結総資産 278.7兆円（2024年3月末時点）

 銀行業務の歴史 150年
（1999年 第一勧業銀行・富士銀行・日本興業銀行による
日本初の総合金融グループ結成発表）

 格付情報 A- / A1 / A- (SP/MDY/Fitch）（2024年6月末時点）
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海外拠点ネットワーク（2023年末現在）
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事業撤退
アドバイザリー

会社設立
アドバイザリー

パートナー選定
アドバイザリー

組織再編
アドバイザリー

市場参入
アドバイザリー

事業戦略構築

国際戦略情報部の機能・サービス
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通商安全保障規制政策

グローバルインテリジェンス情報の分析を通じ、アドバイザリー機能に付加価値を提供

調査や提案を通じて、
国内外の政府機関の政策立案をサポート

アドバイザリー
機能

事業法人
向け

各種情報提供・アドバイザリーサービスを通じ、
お客さまの海外事業展開のフェーズに応じたシームレスなサービスをご提供します

官公庁
向け

＋

• 現地規制対応
サポート

• 法務サポート

• 事業ライセンス
取得サポート

• 外部リソース等
専門家紹介

• パートナー候補
選定

• 企業調査

• 提携交渉支援

• コーポレート
ガバナンス構築
支援

• 地域統括会社設
立サポート

• 税務ストラク
チャー策定

• 事業戦略構築
サポート

• M&Aパートナー

• OEM

• 地場卸業者

• 直接投資

• JV

投資環境調査
市場調査

• マクロ経済調査

• 政策調査

• 規制調査

• 市場規模調査

• 市場見込調査

• 競合他社調査

• 海外事業戦略構
築サポート

• 進出形態検討サ
ポート

地政学リスク

グローバル
インテリジェンス

機能
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国際戦略情報部の特徴
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 お客さまの事業を深く理解した上で適切なアドバイスを提供し、取引のフェーズに応じ、必要とされる金融サービスにより、
お客さまを支援します

 銀行の、国内外にわたるお客さまとのお取引基盤から得られた業界知見や、お客さまの動向理解に基づき、パートナーや合
併・買収先候補調査等において、付加価値のあるアドバイザリーサービスを提供します

広範なお客さまとのお取引基盤長期的な関係に基づくシームレスなサポート

豊富な知見や経験に基づく
アドバイザリーサービス

業界に対する知見 &
お客さまの動向把握

広範な国内外お客さまとのお取引

合併・買収先
候補

パートナー
企業調査

お客さまの事業への
深い理解

アドバイザリー
サービス

各種金融サービス
（銀行・証券・信託）
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インドネシア拠点のご紹介：PT Bank Mizuho Indonesia
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設立
・1989年、みずほ銀行の前身となる富士銀行、第一勧業銀行、日本興業銀行がそれぞれインドネシア拠点を設立

・2001年に3行拠点が合併し、PT Bank Mizuho Indonesiaとしてスタート

所在地
Menara Astra 53rd Floor, Jl. Jenderal Sudirman Kav 5-6 Jakarta 10220

（ジャカルタ中心部、MRT Setiabudi Astra駅側）

オフィスビル The Bank Awards (Indonesia)

(出所)インドネシアみずほ銀行作成
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インドネシア拠点のご紹介：PT MHCT Consulting Indonesia
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開業日 2015年9月16日

所在地
Menara Astra 23rd Floor, Jl. Jenderal Sudirman Kav 5-6 Jakarta 10220

（ジャカルタ中心部、MRT Setiabudi Astra駅側）

連絡先 電話 :+62-21-5085-1880 ／ FAX :+62-21-5085-1884

業務内容

・インドネシアの経済状況、投資環境、業界動向、規制情報等、インドネシアへの直接投資に関わる各種情報のご提供

・インドネシアへの新規進出をご検討されているお客さまへの専門機関ご紹介、現地でのご案内

・インドネシア地場企業とのビジネスマッチング、投資案件に関する各種情報提供 等

約30km/60分

タクシー利用時：通常
時

スカルノハッタ国際
空港

ジャカルタ市内中心
部

当社オフィス

ジャカルタ近郊 オフィス周辺 オフィスビル全景/弊社エントランス
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日系企業のトレンド ～日系企業の有望な事業展開先～
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JBIC調査 － 中期的（今後3年程度）に有望な事業展開先 （複数回答可）

※今回2023年度調査回答社数：計534社（うち有望国調査回答社数：395社）
前回2022年度：計531社（同：367社）

 中期的（今後3年程度）に有望と考える事業展開先国・地域名を、1企業5つまで記入した結果の得票率

当該国・地域の得票数
本設問への回答社数得票率（%）=

(注)調査期間は2023年7月11日～9月1日（回収締切)。ただし、9月11日までの回収票を有効回答とした
(出所)JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告 2023年度海外直接投資アンケート調査結果」より、みずほ銀行国際戦略情報部作成

• インドが14年連続で首位を維持。中期的有望国・地
域と同様、米国・中国が得票率を下げ、ベトナムが2
位に浮上。中国の得票率は3年間で半減している

• ベトナム、メキシコ、マレーシア、ブラジルの4ヵ国
がいずれも順位を上げた。ベトナム・ブラジルは化
学、メキシコは自動車部品、マレーシアは一般機械
といった業種を中心に票を伸ばしている

• 昨年10位の台湾は地政学リスクの高まりや中国の経
済減速を考慮し、得票率が減少したとみられる

• 2023年度はインドが昨年に続き、２位以下と大差を
つけ、2年連続の首位となった。ベトナムは得票率を
増やし、初の2位に浮上。一方、昨年2位の中国は経
済の減速や米中対立、国内規制強化を背景に得票率
が下落し、過去最低となった

• 米国は足元のインフレや労働コストの上昇が起因し
得票率が下落、順位を1つ落とした。ベトナム、メキ
シコは日本企業の海外生産拠点として注目を集めた
ことにより、得票率を伸ばしたものとみられる

得票率 (%) 得票率 (%) 得票率 (%) 得票率 (%) 得票率 (%) 得票率 (%) 得票率 (%) 得票率 (%) 得票率 (%) 得票率 (%)
インド 46 インド 40 インド 48 中国 46 中国 52 インド 48 中国 47 中国 47 インド 40 インド 49

インドネシア 46インドネシア 39 中国 42 インド 44 インド 46 中国 45 インド 46 インド 38 中国 37 ベトナム 30

中国 44 中国 39インドネシア 36 ベトナム 38 タイ 37 ベトナム 36 ベトナム 37 米国 33 米国 32 中国 28

タイ 35 タイ 31 ベトナム 33 タイ 35 ベトナム 34 タイ 33 タイ 31 ベトナム 30 ベトナム 29 米国 27

ベトナム 31 ベトナム 28 タイ 29インドネシア 33インドネシア 30インドネシア 25 米国 28 タイ 22 タイ 23インドネシア 25

メキシコ 20 メキシコ 24 メキシコ 26 米国 26 米国 29 米国 23インドネシア 27インドネシア 19インドネシア 21 タイ 22

ブラジル 17 米国 17 米国 19 メキシコ 18 メキシコ 14 フィリピン 12 フィリピン 10 フィリピン 9 マレーシア 8 メキシコ 11

米国 13 フィリピン 12 フィリピン 11 フィリピン 11 フィリピン 10 メキシコ 12 マレーシア 10 メキシコ 8.7 フィリピン 7.6 フィリピン 8.9

ロシア 12 ブラジル 11 ミャンマー 10 ミャンマー 9 ミャンマー 9 ミャンマー 10 メキシコ 9 マレーシア 8 メキシコ 7 マレーシア 7

ミャンマー 11 ミャンマー 8 ブラジル 7 ブラジル・韓国 6 マレーシア 8 マレーシア 10 ミャンマー 7 台湾 6 台湾 6 ドイツ 5

17年度調査14年度調査 15年度調査 16年度調査 21年度調査18年度調査 19年度調査 20年度調査 22年度調査 23年度調査

得票率 (%)
インド 56 4.9

ベトナム 30 1.7

米国 27 ▲ 2.2

中国 24 ▲ 12.4

インドネシア 23 0.4

タイ 22 2.4

メキシコ 8 0.2

マレーシア 8 0.3

フィリピン 7 ▲ 2.6

ブラジル 6 -

23年度調査長期的

（今後10年程度）
前年比

(pt)



Strictly Confidential

© 2024 Mizuho Bank, Ltd.

国際戦略情報部 アドバイザリー案件対応実績（2023年度）
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案件比率（国・地域別） アジア国・地域別案件比率（除く中国本土）

アジア地域案件内訳(除く中国本土)
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アドバイザリーサービスのアウトプット例 ー市場調査
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インドネシアにおけるEV関係市場調査 ASEAN・インド市場におけるキッチン設備調査
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アドバイザリーサービスのアウトプット例 ー企業調査
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まとめ – インドネシアでの事業戦略のお手伝い
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市場調査
業界調査

進出形態
事業戦略

構築

業務提携
技術提携

直接投資投資環境
一般情報

パートナー
選定

 独資/合弁会社設立
 買収・一部出資

事業拡大・組織再編

パートナー
選定

業務提携
技術提携

日
系
企
業
サ
イ
ド

非
日
系
企
業
サ
イ
ド

事業戦略
構築

 みずほ銀行は、皆様のインドネシアでの事業戦略達成に向けた包括的サポートを実施しております

 進出検討段階のお客様に対する進出アドバイザリー、進出済のお客様の事業拡大・戦略変更のご支援、
グローバル拠点体制見直し等、様々なステージでのご支援実績あり

 インドネシア投資省（BKPM）と2006年にMOUを締結し、同省と連携したサポートを展開

各種ご照会につきましては、貴社担当者までご連絡下さい。
営業部店・専門部・インドネシア拠点で連携してご支援申し上げます。

国内専門部
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱみずほ銀行
MHCT Consulting

みずほ
貴社担当ライン

お客様
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Disclaimer
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© 2024 株式会社みずほ銀行

本資料は金融ソリューションに関する情報提供のみを目的として作成されたものであり、特定の取引の勧誘・取次ぎ等を強制す
るものではありません。また、本資料はみずほフィナンシャルグループ各社との取引を前提とするものではありません。

本資料は、当行が信頼に足り且つ正確であると判断した情報に基づき作成されておりますが、当行はその正確性・確実性を保証
するものではありません。本資料のご利用に際しては、貴社ご自身の判断にてなされますよう、また必要な場合は、弁護士、会計
士、税理士等にご相談のうえお取扱い下さいますようお願い申し上げます。

本資料の著作権は当行に属し、本資料の一部または全部を、①複写、写真複写、あるいはその他の如何なる手段において複製す
ること、②当行の書面による許可なくして再配布することを禁じます。
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